
貸　 借　 対　 照　 表
( 2023年12月31日現在)

（ 単位： 百万円）

 資　 産　 の　 部  負　 債　 の　 部

流　 動　 資　 産 流　 動　 負　 債

現 金 及 び 預 金 328 54, 044
受 取 手 形 3, 721 8, 070
売 掛 金 57, 473 1, 831
契 約 資 産 4, 655 882
棚 卸 資 産 3, 604 608
関 係 会 社 預 け 金 7, 898 1, 511
立 替 金 5, 586 38
そ の 他 2, 391 3, 774
貸 倒 引 当 金 △ 13 流 動 負 債 合 計 70, 761

流 動 資 産 合 計 85, 647 固　 定　 負　 債

固　 定　 資　 産 1, 828
3, 216

建 物 20, 445 144
構 築 物 1, 655 694
機 械 及 び 装 置 2, 872 143
車 両 運 搬 具 560 固 定 負 債 合 計 6, 026
工 具 器 具 備 品 691 76, 787
土 地 20, 927  純　 資　 産　 の　 部

そ の 他 108 株　 主　 資　 本

47, 261 4, 000

借 地 権 428 38
ソ フ ト ウ ェ ア 1, 202 759
そ の 他 1, 595 798

3, 226
1, 000

投 資 有 価 証 券 1, 088
関 係 会 社 株 式 9, 627 買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 4, 252
関 係 会 社 出 資 金 158 繰 越 利 益 剰 余 金 60, 759 65, 012
長 期 貸 付 金 579 66, 012
長 期 前 払 費 用 242 株 主 資 本 合 計 70, 810
長 期 差 入 保 証 金 373 評価・ 換算差額等

そ の 他 281 518
貸 倒 引 当 金 △ 373 △ 3

11, 977 評価・ 換算差額等合計 515
固 定 資 産 合 計 62, 465 純　 資　 産　 合　 計 71, 325

148, 113 148, 113

第７ ７ 期　 決 算 公 告
2024年3月28日 

東京都港区海岸一丁目１ ４ 番２ ２ 号　
　 Ｎ  Ｘ  商 事 株 式 会 社　

　 代表取締役社長   秋田  進　

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

そ の 他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 準 備 金

そ の 他利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

投資そ の他の資産合計

資 本 準 備 金

長 期 預 り 金

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

資 産 除 去 債 務

そ の 他

負 債 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計 資 本 金

無 形 固 定 資 産 資 本 剰 余 金

そ の 他

科           目 金 額 科           目 金 額

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金
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 損　 益　 計　 算　 書
（ 自 2023 年  1 月  1 日

  　 至 2023 年 12 月 31 日）
（ 単位： 百万円）

売上高 349, 270 

売上原価 313, 487 

売上総利益 35, 783 

販売費及び一般管理費 25, 332 

営業利益 10, 451 

営業外収益

利息配当収入 174 

雑収入 459 633 

営業外費用

支払利息 3 

雑支出 318 321 

経常利益 10, 763 

特別利益

固定資産売却益 4, 099 

その他 5 4, 105 

特別損失

固定資産処分損 467 

関係会社株式評価損 30 

その他 7 505 

税引前当期純利益 14, 362 

法人税、 住民税及び事業税 3, 476 

法人税等調整額 1, 209 4, 685 

当期純利益 9, 677 

科 目 金 額
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（ 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

( 1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式については、 移動平均法によ る 原価法によ っており ま す。

② その他有価証券のう ち、 市場価格のない株式等以外のも のについては、 決算期末日の市場価格

等に基づく 時価法（ 評価差額は全部純資産直入法によ り 処理し 、 売却原価は主と し て移動平均

法） 、 市場価格のない株式等については、 移動平均法によ る 原価法によ っており ま す。

( 2) 棚卸資産

① 商品及び原材料については、 移動平均法ま たは先入先出法によ る 原価法によ っており ま す。

② 貯蔵品については、 先入先出法によ る 原価法によ っており ま す。

③ 仕掛品については、 個別法ま たは先入先出法によ る 原価法によ っており ま す。

④ 半成工事については、 個別法によ る 原価法によ っており ま す。

※貸借対照表価額は収益性の低下によ る 簿価切り 下げの方法によ り 算定し ており ま す。

2. 固定資産の減価償却の方法

( 1) 有形固定資産（ リ ース 資産を除く ） の減価償却については定額法によ っており ま す。

( 2) 無形固定資産（ リ ース 資産を除く ） の減価償却は、 自社利用のソ フト ウ ェ アについては社内にお

ける 見込利用可能期間（ 5年） に基づく 定額法を、 その他の無形固定資産については定額法によ っ

ており ま す。

( 3) リ ース 資産の減価償却については、 リ ース 期間を耐用年数と し 残存価額を零と する 定額法を採用

し ており ま す。

( 4) 長期前払費用については、 効果継続期間内で均等償却し ており ま す。

3. 引当金の計上基準

( 1) 貸倒引当金は、 売上債権等の貸倒れによ る 損失に備える ため一般債権は貸倒実績率によ っており 、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等については、 個別に回収可能性を検討し 、 回収不能見込額を計

上し ており ま す。

( 2) 賞与引当金は、 従業員に対し て支給する 賞与の支出に充てる ため、 将来の支給見込額のう ち当期

の負担額を計上し ており ま す。

( 3) 役員賞与引当金は、 役員に対し て支給する 賞与の支出に充てる ため、 将来の支給見込額のう ち当

期の負担額を計上し ており ま す。

( 4) 退職給付引当金は、 当社在籍従業員（ 出向を含む） の退職給付に備える ため、 当期末における 退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき 計上し ており ま す。

過去勤務債務は、 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数( 13年) によ る 定額法

で按分し た額を、 発生し た事業年度よ り 費用処理する こ と と し ており ま す。

ま た、 数理計算上の差異は、 各事業年度の発生時における 従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（ 13年） によ る 定額法で按分し た額を、 それぞれ発生の翌事業年度から 費用処理する こ と

と し ており ま す。

なお、 2023年4月1日に事業の承継を行った不動産事業に関する 退職一時金制度については、 退職

給付に係る 期末自己都合要支給額を退職給付債務と する 方法を用いた簡便法を適用し ており ま す。

個 別 注 記 表
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4. 収益及び費用の計上基準

　 当社の顧客と の契約から 生じ る 収益に関する 主要な事業における 主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する 通常の時点（ 収益を認識する 通常の時点） は以下のと おり であり ま す。

( 1) 物流商品・ 機器部

　 物流商品・ 機器部門においては、 主に物流関連機器や包装資材の販売を行っており 、 顧客に商

品を引き 渡し た時点で収益を認識し ており ま す。

　 ま た、 当該部門においては、 長期の工事契約を締結し ており ま す。 当該契約については、 一定

の期間にわたり 履行義務が充足さ れる と 判断し 、 履行義務の充足に係る 進捗度に基づき 収益を認

識し ており ま す。 進捗度の測定は、 各報告期間の期末日ま でに発生し た工事原価が、 予想さ れる

工事原価の合計に占める 割合に基づいて行っており ま す。

( 2) 保険部

　 保険部門においては、 保険会社と の代理店契約に基づき 手数料収入が生じ ており 、 保険会社と

保険契約者が契約を締結し た時点で収益を認識し ており ま す。

( 3) 整備製作部

　 整備製作部門においては、 主に車両等の整備及びト レ ーラ の製造販売を行っており ま す。 車両

等の整備については、 整備車両等を出庫し た時点で収益を認識し 、 ト レ ーラ の製造販売は顧客に

製品を引き 渡し た時点で収益を認識し ており ま す。

( 4) 石油部

　 石油部門においては、 主に石油製品の販売を行っており 、 顧客に商品を引き 渡し た時点で収益

を認識し ており ま す。

( 5) Ｌ Ｐ ガス 部

　 Ｌ Ｐ ガス 部門においては、 主にＬ Ｐ ガス の販売を行っており 、 検針によ り 測定し た顧客の使用

数量及び期末日で見積も った使用数量によ り 収益を認識し ており ま す。

( 6) 国際営業部

　 国際営業部門においては、 主にグロ ーバルサプラ イ チェ ーンマネジメ ント のサポート サービス

を提供し 、 輸出代行の取り 扱い数量及び契約に定めら れた料率によ って手数料収入が生じ ており 、

輸出代行で取り 扱った商品を顧客に引き 渡し た時点で収益を認識し ており ま す。

( 7) 不動産事業本部

　 不動産事業本部門においては、 主に不動産仲介業務や施設管理業務、 設計監理・ 建設業務を行っ

ており 、 作業完了及びサービス の提供が完了し た時点で収益を認識し ており ま す。

　 ま た、 当該部門においては、 長期の工事契約を締結し ており ま す。 当該契約については、 一定

の期間にわたり 履行義務が充足さ れる と 判断し 、 履行義務の充足に係る 進捗度に基づき 収益を認

識し ており ま す。 進捗度の測定は、 各報告期間の期末日ま でに発生し た工事原価が、 予想さ れる

工事原価の合計に占める 割合に基づいて行っており ま す。

( 8) ロ ジス ティ ク ス ・ サポート 事業部

　 ロ ジス ティ ク ス ・ サポート 事業部門においては、 主に設備機械や自動車部品等の輸出梱包業務

を行っており 、 梱包品を出庫し た時点で収益を認識し ており ま す。

( 9) その他

　 当社はオフ ィ ス ビルや駐車場の賃貸業を行っており 、 賃貸契約に基づく 月額賃料を収益に認識

し ており ま す。
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5. ヘッ ジ会計の方法

　 繰延ヘッ ジ処理によ っており ま す。

　 なお、 振当処理の要件を満たし ている 為替予約については振当処理を行っており ま す。

6. 消費税等の会計処理方法

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によ っており ま す。

　 ただし 、 資産に係る 控除対象外消費税等は全額費用処理し ており ま す。

7. グループ通算制度の適用

　 NI PPON EXPRESSホールディ ングス 株式会社を通算親会社と し て、 通算制度を適用し ており ま す。
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（ 貸借対照表に関する 注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

2. 保証債務

次の関係会社について、 金融機関と の取引に対し 債務保証を行っており ま す。

内容

日通商事リ ーシング（ タ イ ラ ンド ） 株式会社 前受金返還保証

3. 関係会社に対する 金銭債権ま たは金銭債務の金額

短期金銭債権 百万円

長期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

4. 貸借対照表の記載金額は、 百万円未満切り 捨てによ り 表示し ており ま す。  

（ 税効果会計に関する 注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過

賞与引当金否認

未払事業税否認

固定資産減価償却超過

退職給付引当金否認

減損損失

投資有価証券等評価損

資産除去債務

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金等

資産除去債務

その他有価証券評価差額金

過年度遡及不動産取得税等

譲渡損益調整勘定

繰延税金負債合計

繰延税金負債の純額

2. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこ れら に関する 税効果会計の会計処理

　 当社は、 当事業年度から 、 グループ通算制度を適用し ており ま す。 ま た、 「 グループ通算制度

を適用する 場合の会計処理及び開示に関する 取扱い」 ( 実務対応報告第42号　 2021年8月12日)  に

従って、 法人税及び地方法人税の会計処理又はこ れら に関する 税効果会計の会計処理並びに開示

を行っており ま す。

△1, 219

百万円

118

462

115

68

1, 016

394

946

212

97

3, 432

2, 357

144

2, 213

1, 874

52

224

144

60

657

2, 910

578

55, 045

保証先 金額

67 百万円
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（ 関連当事者と の取引に関する 注記）

( 注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 取引金額には消費税等が含ま れておら ず、 期末残高には消費税等が含ま れており ま す。

2.  ※1： グループ経営運営料及びブラ ンド 使用料については、 売上高を勘案し 、 交渉のう え決

 　  　 　 定し ており ま す。

3.  ※2： 製品の販売については、 市場価格、 総原価を勘案し て、 商品の販売については、 市場

　 　 　 　 価格を勘案し て、 当社の希望価格を提示し 、 毎期価格交渉のう え、 決定し ており ま す。

4.  ※3： キャ ッ シュ ・ マネジメ ント ・ シス テムの取引であり 、 当該関係会社と の間で資金の貸

　 　 　 　 借を日次で行っている ため、 取引金額は記載し ており ま せん。 ま た、 金利については

　 　 　 　 市場金利を参考に決定し ており ま す。

（ 1株当たり 情報に関する 注記）

1. 1株当たり 純資産額 円 銭

2. 1株当たり 当期純利益金額 円 銭

8, 105 35

1, 099 71

百万円 買掛金 4, 922 百万円

資金の貸借
( ※3)

－
関係会社
預け金

7, 898 百万円

百万円 売掛金 10, 483 百万円

親会社の
子会社

Ｎ Ｘ キャ ピ タ ル
株式会社

なし

フ ァ ク タ リ ン
グ取引、 資金
の貸借、 役員

の兼任

ファ ク タ リ ング
取引 19, 214

親会社の
子会社

日本通運
株式会社

なし 当社商品の販売
製品商品の
販売( ※2)

57, 451

1, 092

種類 会社等の名称
議決権の所
有( 被所有)

割合

関連当事者
と の関係

取引の内容 取引金額

親会社
NI PPON EXPRESS

ホールディ ン グス
株式会社

被所有
直接 100%

グループ運営、
役員の兼任

グループ経営運営
料の支払、 ブラ ン
ド 使用料の支払

（ ※1）

科目 期末残高

百万円 未払金 291 百万円
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